
SSWの対応：学校に必要なこと

コンフリクトマネジメント

• ・対立構造に注目（パワーバランスをとる）

・いじめている方にもケアを

・教師集団にも注目

→教師間でのブレスト、グループワーク

学校にチーム対応を作る

地域や保護者との協働を作る

• →例）保護者会の開催

学校に第三者入れる
35

首長部局や関係機関との
連携のポイント

限界を明らかにすること

メンバー全員が全体像をつかむこと

自分がどこを担っていのか明確化

36
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37

子どもの福祉課題に対する政策の限界

身近な生活圏ではない児童相談所、措置を
中心にした施策展開

児童相談所は担当エリアが広域、児童福祉
司の配置割合は、人口４～７万人に1人。

児童福祉施設に措置されるのは児童相談所
相談件数の10％

⇒子どもや家族、学校にとって特別な対象で
あり、身近ではない。

児相

子どもの福祉課題に対する政策の限界

市町村においての児童相談を法律に明記さ
れたのが2004年の法改正。相談に携わる職
員の実態は、法規定はなく、児童福祉司と同
様の資格を有するもの9.9%、社会福祉士
3.5％。職員の62.4%が兼務（厚生労働省
2010）．

複数配置されていない、SVがいない実態。

38

市町村
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市町村

学校・教育委員会

民生・児童委員

保育所

警 察

医療機関

弁護士会

児童相談所

・ 協議会参加者の守秘義務（児童福祉法第２５条の５）

・ 支援内容を一元的に把握する機関の選定

民間団体

要保護児童等（要支援児童や妊婦を含む。）の早期発見や適切な保護や支援を図るためには、
・ 関係機関が当該児童等に関する情報や考え方を共有し、
・ 適切な連携の下で対応していくことが重要
であり、市町村（場合によっては都道府県）が、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域
協議会）を設置し、
① 関係機関相互の連携や役割分担の調整を行う機関を明確にするなどの責任体制を明確化す
るとともに、
② 個人情報保護の要請と関係機関における情報共有の在り方を明確化することが必要

保健機関

子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）について

果たすべき機能

39

B⁾厚生労働省

B）要保護児童対策協議会：連携の実態

総務省（2010）児童虐待の防止等に関する意識等調査

http://www.soumu.go.jp/main_content/000142665
- 20 -



登録ケースの実際

41

要対協で活用しているプログラム（山野ほか2012）

42
0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

不登校グループワーク

不登校児個別プログラム

非行グループワーク

非行児個別プログラム

被虐待児グループワーク

被虐待児個別プログラム

親支援プログラム（貧困ケース）

親支援プログラム（虐待ケース）

親支援プログラム（貧困・虐待以外）

障害児の親のグループワーク

障害野ある親のグループワーク

文科省スクールカウンセラー等活用事業

文科省スクールソーシャルワーカ－活用事業

家庭教育支援事業

サポートチーム

適応指導教室

児童生徒支援における学生ボランティア活用

児童生徒指導におけるボランティア活用

学校支援地域本部事業

子ども若者育成支援推進法に基づくネットワーク会議

子ども若者育成支援推進法に基づくネットワーク会議以外の事業

子どもの健全育成プログラム

43

50

12

8

8

4

5

12

20

11

5

162

66

47

33

184

54

25

67

9

3

6
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C内閣府

内閣府「青少年育成」のホームページ http://www8.cao.go.jp/youth/index.html

C）困難を有する子ども・若者の支援者調査
447法人（62.6％回収率）、1064人回答

内閣府
http://www8.cao.go.jp/youth/suisin/hyouka/k_2/pdf/s4.pdf- 22 -



内閣府
http://www8.cao.go.jp/youth/suisin/hyouka/k_2/pdf/s4.pdf

文科省配布資料から

家庭教育支援との協働例

- 23 -



文科省配布資料から

家庭教育支援との協働例

連携システムの課題：学校から切れる
仕組み作り（ヨコとタテ）が必要

定例でこのタテのメンバーで検討会議が開かれている所が多い。しかし、学校へ行くと･･･

間接支援

- 24 -



・・・・・・児童相談所対応
緊急対応が必要

扱う対象領域と
自分たちの位置を認識した連携

・・・・・・市町村の児童相談部署
丁寧に共に歩む支援

・・・・・・学校や地域
介入というより教える、伝える必要大

全
体
を
つ
な
ぐ
連
絡
協
議
会
議

重要ポイント
全体のなかで自身や自身の機関がどこを担
っているかわかること

すべての子どもたちへの支援（予防や発見領
域）と個別支援の必要な事例への支援と２つ
の領域への視点が必要

全体をつなぐ連携会議や連絡会議が必要（
間接支援であり組織化）

法的にも子どもの貧困対策法、子ども若者育
成支援推進法、いじめ防止対策推進法、生
活困窮者自立支援法、そして家庭教育支援、
児童福祉等をうまく共有、活用して包括的な
仕組作りが必要。
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ＳＳＷから見える機関連携と
地域連携の効果と実態（課題）

51

52

本研究は、まず全国のSSWerの実践の実態を把握すること、そしてその実践がどの程度効
果につながっているのかを把握することを目的とする。調査は、2012年2月から5月にかけて、
SSWer活用事業を実施している155自治体の教育委員会担当者とSSWerを対象として実施し、
108の自治体と372名のSSWerから回答を得た。ここではまず、SSWerを対象に実施した調査
結果を示す。

１．全国調査 １－２．スクールソーシャルワーカーの実態

勤務日数は、50日から100日未
満が最も多く（26.3％）、次が50日
未満（19.9％）と週2日未満が多
い。

19.9%

26.3%

13.2%

9.9%

9.7%

21.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

50日未満

50～100日未満

100～150日未満

150～200日未満

200日以上

無回答

図5： 年間勤務日数
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教育目標の達成を全教職員で共有（学校組織）

0

10

20

30

40

50

60

ssw配置校 33.3 50

ssw未配置校 44.4 33.3

H19 H20 H21

効果；教員の共有する力

（加藤拓作成「学校ＳＷ学会発表資料より」（2010）

正答率の前年度比

-3.0%

-2.5%

-2.0%

-1.5%

-1.0%

-0.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

未配置校 1.2% -2.7%

ＳＳＷ配置校 -1.3% -1.3%

19→20 20→21

効果；学力向上への貢献
（保護者と学校をつなぐことによるもの）

（加藤拓作成「学校ＳＷ学会発表資料より」（2010）
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55

１．全国調査
１－３．「スクールソーシャルワーカー配置プログラム」：効果と関連する実践

56

全国調査 「スクールソーシャルワーカー配置プログラム」：効果と関連する実践
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全国調査 「スクールソーシャルワーカー配置プログラム」：効果と関連する実践SW実践効果

サービス利用計画のプログラム実施度 教委インパクト （12-1月）（* P<.01 ** P<.05）
相関係数が0.2以上のものを残し，0.4以上のものに網掛けをしている．
A1-H7は各回答を1-5点のアンカーポイントに変換した．インパクトは実数回
答を変換することなく分析した．

不登校

解決・好転

 いじめ

解決・好転

 児童虐待

解決・好転

 家庭環境

解決・好転

 教職員との関係

解決・好転

 心身

解決・好転

 発達障害

解決・好転

 連携した

関係機関等

 連携した

校内の教職員等

平均値 4.54      0.43      0.60      2.71      0.43          1.43      2.11      32.00     113.43       

SD 9.83      2.20      1.06      6.19      1.07          4.83      5.25      116.75    287.44       

学校アセスメント
（様々な資源を活用して学校の状況を
把握する）

  3.35   1.42 .209* .265**

潜在的ニーズの発見   3.25   1.42 .203* .291** .392** .266** .290** .265** .357** .395** .335**

戦略を立てる   2.76   1.46 .232** .420** .294** .272** .340** .389** .408** .293**

教員のニーズに沿う   3.41   1.43 .270** .283** .236** .222** .249** .278** .227**

相談活動の推進   3.06   1.41 .307** .301** .262** .309** .309** .317** .264** .276**

子ども・保護者の共同アセスメン

ト
  3.59   1.38 .234**

関係機関と学校の仲介   3.54   1.56 .292** .228**

ケース会議実施前の活動   3.04   1.60 .262** .215**

ケース会議の実施
（インテーク、情報収集・整理）

  3.29   1.62 .236** .189*

ケース会議ではない場面による

ケース会議実施後の活動
  2.53   1.37 .247** .267**

プランの実行   2.22   1.05 .305**

モニタリング   2.87   1.52 .240** .231** .213* .319**

教育委員会担当者へ定期的に報告・
連絡・相談、学校との調整

  2.41   1.40 -.291** -.224** -.200* -.217**

ケース会議に向けた戦略   2.27   1.43 -.250** -.254**

関係機関・関係者・地域への基本的な活動  2.84   1.53 .225**

ケース会議実施前の活動   2.56   1.61 .272** .251**

子ども・保護者への

アプローチ
子ども・保護者のアセスメント   2.67   1.62 .213* .208*

クライエントに対してSSWerとしての基

本的な姿勢を持っているか
  4.55   1.01 .236**

面談において、以下の点を実施してい
るか

  4.32   1.22 .296**

教育委員会担当者との戦略的協議   2.54   1.56 -.250** -.225** -.228**

管理職・SSWer担当教員との戦略的協議  2.16   1.33 .238** .299**

自己評価   2.05   1.33 .317**

SSWerの
マクロアプローチ

学校組織へのアプ
ローチ

教育委員会への
アプローチ

関係機関・関係者・
地域への

アプローチ

SSWerとしての

基本的な姿勢

＊－は、データ数が極端に少ないなどあり、引き続き精査を行う予定である。 山野則子ほか（2014a）

SW実践効果
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要保護児童対策地域協議会からみたSSW効果効果；関係機関広げる

課題

SSWは学校を拠点に首長部局や関係機関そし
て地域に広げる役割で効果が実証されている

→人材・力量不足と受け皿不足

（子どもの貧困対策検討会議で議論）

地域と学校や首長部局、関係機関との連携をシ
ステム化するには守秘義務の壁が大きい

→お互いの機能を知ること、法的根拠が必要
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学校に①キャッチできる、②様々な資源を活用して丁寧に
情報提供できる仕組みを作る、③教員の認識を作る（教
員免許科目に） ＝SSWの可能性

情報が共有できる法的根拠が必要（児童虐待の例）

⇒全校が無理でも中学校区に1システム

=学校の地域ベースのプラットフォーム化

（学校に子どもたちの居場所、地域活動、専門支援が共存）

→西成高校のとなりカフェ、湯浅町、各CSの取り組みなど

全数把握可能な学校、CSに期待できる、
プラットフォーム化を

原田正文・山野則子ほか（2004）「児童虐待発生要因の構造分析と地域における効
果的予防法の開発」平成1５年度厚生労働科学研究（子ども家庭総合研究所保護
事業）報告書．
九社連児童養護施設協議会（2013）「平成23年度・24年度自立支援の実態報告書」
高橋重宏ほか(2004)「児童虐待防止に効果的なセーフティネットのあり方に関する
研究」『平成15年度厚生科学研究（子ども家庭総合研究所保護事業）報告書』
高橋重弘ほか（2011）「児童福祉司の専門性に関する研究」子ども総研．.
山野則子ほか（1998）「生活保護家庭における児童問題へのアプローチ－問題発
見の指標作りをめざして－」大阪市立大学児童家族相談所紀要第14号, 61-70．
山野則子・山縣文治（1999）「子どもの相談援助システム構築の必要性と課題」大
阪市立大学生活科学部紀要第47巻．
山野則子（2006）「子ども家庭相談体制におけるスクールソーシャルワークの構築
～教育行政とのコラボレーション～」ソーシャルワーク研究第32巻２号．
山野則子（2005）「育児負担感と不適切な養育の関連に関する構造」原田正文『平
成１６年度厚生科学研究（子ども家庭総合研究事業）報告書』
山野則子（2007）「日本におけるスクールソーシャルワーク構築の課題－実証的
データから福祉の固有性の探索」学校ソーシャルワーク研究創刊号，日本学校ソー
シャルワーク学会，67-78.
山野則子・峯本耕治（2007）「スクールソーシャルワークの可能性」ミネルヴァ．
金澤ますみ（2008）「第4回研究会」山野則子『日本におけるスクールソーシャル
ワークの実証的研究～福祉の固有性の探究』平成19年度文部科学研究.
山野則子（2009）「子ども虐待を防ぐ市町村児童虐待防止ネットワークとソーシャル
ワーク」明石書店．
山野則子（2014a)「エビデンス・ベースト・スクールソーシャルワーク報告書」
山野則子（2014b）「高等学校等定着支援事業における事業評価研究」
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